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	ご　提　言　と　要　望
	回　　　　　答
	お問合せ先（回答課）

	７　県営日滝原産業団地について

	
	経済状況が低迷しているなかで、新たな工場誘致は難しいと推測しているが、分譲価格の見直しや分譲条件の緩和策など考慮され、企業誘致に積極的に取り組まれたいが現状をお伺いします。特に、地域に野積みされている廃自動車について、美観・環境面などから、従来のスクラップ屋ではなく、近代的な処理加工施設を条件にリサイクル工場の誘致などを検討されたいがどうかお伺いします。
	県営日滝原産業団地についてのご提言をいただきありがとうございました。長野県では、北信地域の中核的な産業団地である日滝原産業団地への企業誘致の推進を図るため、次の施策等を積極的に展開しております。

①分譲価格：平成１３年９月に価格を２５％値下げし、さらに、平成１６年９月議会の分譲案件から、原則として現在の区画割で即時買取をする場合に限り、さらに２０％程度の割引き（貸付特約付分譲制度は対象外）をします。

②分譲条件：平成１５年度から３年度限定で貸付特約付分譲制度を導入しました。（分譲までの間、最長１０年間無償貸付が可能。分譲価格は１０年間据置き）。

③戦略的企業誘致：団地の利点を活かし、長野県の特性を活かした業種等に絞り込んだ企業誘致や、県内及び隣接県の企業で立地可能性の高い企業への重点的アプローチを行っており、今後もさらに効果的に取組みます。

④利用目的の拡大：従来、県営産業団地（佐久リサーチパーク、日滝原産業団地、富士見高原産業団地）では、製造業の工場等を立地対象としていました。しかし、産業団地の一層の有効利用を図るため、農業関連施設、公共施設・サービス施設等、リサイクル関連施設についても立地の対象とすることを目的に平成１５年１０月から地元市町村、団地内立地企業への説明を行い、続いて、地域住民を対象とした説明会を実施しました。

その後、地元市町村及び地元住民の理解を得て、平成１６年７月に、農業関連施設、公共施設・サービス施設等、リサイクル関連施設（県営富士見高原産業団地のみ）も県営産業団地の立地対象といたしました。

なお、日滝原産業団地におけるリサイクル関連施設の立地については、ばい煙を出さない、野積みをしない等条件付きでの導入について、地元説明会（地元区長・役員、地元市議、村議、関係住民の出席）を開催し、その後、地域の皆様が何度も検討を重ねられ、その結果「リサイクル関連施設の立地については当面同意できない」との結論を得ました。

よって、日滝原産業団地については、地元皆様の意見を尊重し、当面の間、リサイクル関連施設を立地対象としませんが、今後も、地元市村と協力をし、リサイクル関連施設の立地について地元の皆様にご理解を得られるよう啓発等に努めて参ります。
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